
特集新しい時代のまちづくり

1.　はじめに

群馬県の県庁所在地である前橋市は，人口約
33 万人，東京から約 100 km北に位置する中核市
となっている。本市の顔である中心市街地では，
人口減少社会の到来とともに，中心市街地の空洞
化や地方公共団体の財政がひっ迫している状況下
において，これまでの行政主体のまちづくりに限
界が見え始めた。そこで，本市は「官民共創」に
着目し，平成 28 年 8 月に市全体のまちづくりの
指針として前橋ビジョン「めぶく。」を策定して
いる。
さらに令和元年 9月には，中心市街地における
まちの将来像を共有し，民間のアクションにつな
げるための「前橋市アーバンデザイン」を策定し，
「民間主体」をキーワードに新たなまちづくりに
挑戦している。
本稿では，本市が進めている官民連携まちづく
りの取組について，「前橋市アーバンデザイン」
の考え方と制度，実際のプロジェクト事例を紹介
し，その成果と今後の展望を述べる。具体的に
は，広瀬川河畔緑地と馬

ば

場
ばっ

川
かわ

通りにおけるアーバ
ンデザインプロジェクト，その他エリアでの官民
連携，そしてこれらを支える制度や仕組みについ
て整理している。

2.　前橋市アーバンデザイン

民間主体のまちづくりを実現するために，将来
ビジョンとして策定しているのが「前橋市アーバ
ンデザイン」である。前橋市アーバンデザインは，
まちづくりの方向性や将来像などの理念を共有す
る「ビジョン・プラン編」と，デザインガイドラ
インやモデルプロジェクトなど，民間のアクショ
ンへつなげる「アクション・プラン編」で構成さ
れている。
策定にあたっては，従来のマスタープラン的手
法ではなく，市民や民間のステークホルダーを巻
き込み，モデルプロジェクトの効果を検証しなが
ら次のアクションにつなげていく新たな考え方を
基本としている。
ビジョン・プラン編では，都市の便利さと自然
と暮らす居心地の良さを兼ね備えたまちづくりを
示す「エコ・ディストリクト」，住・職・商・学
といった複数用途の混在した「ミクストユース」，
地域固有の資源を最大限活用したまちづくり「ロ
ーカルファースト」の三つの方向性を掲げ，ひと
中心で歩きたくなるまちなかの実現に向け，街路
ネットワークやオープンスペース，土地利用の長
期的な改善プランを示している（図－ 1）。
アクション・プラン編では，建築物・街路・オー
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プンスペースのデザイン要素の指針となる「アー
バンデザイン・ガイドライン」を整備し，官民連
携の取組により高い効果が期待できるモデルプロ
ジェクトを位置付けている。
策定過程では，延べ 200 人を超える熱意と実行
力のある民間ステークホルダーが参画したワーク
ショップを 11 回開催し（写真－ 1），議論を通じ
て，都市の課題と資源，実現可能性に関する認識
をそろえ，計画の実効性を高めていった。さら
に，前橋市アーバンデザインは既存の行政計画と
の整合を図りながらも，民間と行政の中間に位置
する独立した計画として運用している。
戦略的な見直しを柔軟に行い，不確実性を許容

する考え方を取り入れている点が特徴となってい
る。社会実験や暫定活用による検証結果を，ガイ
ドラインや整備計画に反映していくことで，計画
の学習性とアップデート性を確保している。

3.　‌�広瀬川河畔アーバンデザイン‌
プロジェクト

広瀬川河畔緑地は，中心市街地にとって重要な
地域資源である水辺空間を利活用し，活動の活発
化によってまちなかの機運を高めることを目的と
したプロジェクトである。都市再生整備計画の主
要事業として，回遊性・滞留性の向上を図るた
め，景観形成重点地区に指定されている広瀬川河
畔緑地の高質化整備を進めている。「水と緑と詩
のまち まえばし」のシンボルであるこの広瀬川
河畔緑地に，人が自然と足を運びたくなる心地よ
い空間を創出することを目指している。
整備は「造って終わり」ではなく，その後の活
用までを見通した計画とし，トライアルサウンデ
ィングによる需要調査を実施しながら，滞留性の
向上や周辺のにぎわいづくりに向けた取組を継続
している。さらに，広瀬川河畔緑地沿いの遊休不
動産を活用したリノベーションまちづくりも並行
して進め，カフェやギャラリーなどの小規模な民

図－ 1　前橋市アーバンデザイン

写真－ 1　ワークショップの様子
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間投資を誘発することで，公共空間と民地側の一
体的な再生を図っている。これにより，河畔の魅
力を高めるだけでなく，沿道の建物も新しい価値
を持つ空間へと転換している。
地域の声を反映させるため，設計段階から複数
回のワークショップを開催し，前橋の歴史を踏ま
えたデザインを採用した。明治期から戦前にかけ
て生糸産業が盛んで，レンガ蔵が建ち並んでいた
歴史を継承するため，舗装材にレンガを使用して
いる。また，都市再生推進法人である一般社団法
人前橋デザインコミッション（以下，「MDC」と
いう）の働きかけにより，整備に使用するレンガ
に寄付者の名前を刻む「前橋レンガ・プロジェク
ト」を実施し，市民に限らず広く寄付を募りなが
ら総勢 3,000 人を超える参画者を得，官民連携に
よる高質化整備を進めた。
整備後は，歩道と車道の境界をあいまいにする
ことで空間の一体感を高め，広がりと利用しやす
さを感じられる設計とした。植栽帯やシケインに
よる速度抑制により，安全性を確保している。さ
らに，ベンチやテーブルを設置し，イベント実施
を後押しするなど，公共空間の活用を促す取組を
継続している。
加えて，沿道の空き店舗や低利用建築物を活用
したリノベーションや新たな民間投資を誘発し，
民地側の開発も進めている。こうした公共空間の
高質化・公共空間の利活用・民地側の開発という
三位一体の取組により，広瀬川河畔は「通過する
場所」から「滞在し，交流する場所」へと変わり，
にぎわいの創出につながっている（写真－ 2，3）。

4.　‌�馬場川通りアーバンデザイン‌
プロジェクト

馬場川通りアーバンデザインプロジェクトは，
道路空間の再分配による利活用をテーマに社会実
験等を取り入れながら「まちの変化」を具体的に
可視化する先駆的なモデルプロジェクトと位置付
けており，道路・遊歩道公園・河川という公共空
間を民間の資金で民間団体が再整備するものであ

写真－ 2　整備後の広瀬川河畔緑地

写真－ 4　整備後の馬場川通り

写真－ 3　公共空間の利活用の様子

写真－ 5　親水性を高めたデッキ
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る。
馬場川通りは，中心市街地を横断する水辺と街
路が近接する都市空間でありながら，長年にわた
り車両中心の道路として利用されてきた。ここで
は，歩行者優先の空間へ再編することを目的に，
公共空間の一体的な整備を行っている。動線の整
理，路面・舗装材の見直し，植栽やストリート 
ファニチャーの配置，視認性の向上などを組み合
わせ，滞留と回遊を同時に促す空間へ転換してい
る（写真－ 4，5）。
このプロジェクトは，MDCが中心となり，延
長約 200 m の道路・遊歩道公園・河川の公共空
間を，民間資金により民間団体が整備するという
前例のない取組となっている。沿道の関係権利者
と公共用地の所有者である本市，そして都市再生
推進法人であるMDCの三者で都市利便増進協定
を締結し，MDCがプロジェクトマネージャーと
して工事の設計・発注，地元の合意形成等を担っ
ている。
こうした民間まちづくり事業に民間資金が集ま
っている背景には，「太陽の会」の存在がある。
「自分たちの街は自分たちでつくる」という精神
の下，本市にゆかりのある企業家有志により結成
された団体で，本市のまちづくりのために寄付金
を拠出しており，本プロジェクトは同団体からの
3億円の寄付金を原資に実施している。さらに，
整備後の「使われ方」の定着に向けて，地域コミ
ュニティ形成にも力を入れている。
地元エリアマネジメント団体「馬場川通りを良
くする会」が組成され，清掃活動と交流を兼ねた
CCC（クリーンアップ＆コーヒークラブ。写真
－ 6）や，通り沿いでの定期的なボードゲームイ
ベントや前橋産のバラ販売など，日常的なアクテ
ィビティを通じて人のつながりを育む取組が進ん
でいる。こうした活動は，空間の再編だけでな
く，地域の関係性を強化し，持続的なにぎわいの
創出に寄与している。
地域住民や学生など総勢 137 人の準備委員会を

発足させ，令和 3，4年度には整備に向けた社会実
験（通りの一部車両通行規制，路上チョークアー

トなど）を実施し，多くの市民の交流を生み出し
た。
また，この民間主体の独自の取組をより活かす
ため，まちづくり分野で全国初となる成果連動型
民間委託契約方式（PFS）の一手法であるソーシャ
ル・インパクト・ボンド（SIB）を導入している。
従来の仕様発注と異なり，成果指標は定めるもの
のプロセスは問わないため，さまざまな変化に柔
軟に対応し，民間の創意工夫やノウハウを最大限
に活用できることが最大の特徴である。
民間事業者は投資家から事前に資金調達が可能
であり，新たなビジネスチャンスの創出や受託者
のリスク分散にもつながっている。

5.　その他官民連携

官民連携の取組は，アーバンデザイン策定区域
全体へ広がっている。広瀬川河畔アーバンデザイ
ンプロジェクトで始まった空き店舗や低利用建築
物を活用したリノベーションまちづくりは，現在
では「マチスタント」という，まちなかの多様な
ステークホルダーと協働しながら支援する活動と
して，本市産業経済部にぎわい商業課の下で展開
されている。広瀬川での実践をきっかけに，区域

写真－ 6　CCCの様子
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内の各所で新規開業を後押ししている。
また，県道の 6車線を一時的に交通規制し，歩
行者空間として活用する「前橋バルストリート」
は，道路空間の新しい使い方を提示し，飲食や交
流を通じたにぎわいを創出している（写真－ 7）。
さらに，民間事業者が廃業したホテルを買い取
り，アートホテルへリノベーションする事例や，
地元信用金庫の店舗リノベーションなど，沿道の
民間建築にも新しい価値を生み出す動きが加速し
ている（写真－ 8）。

6.　官民連携を支える仕組み

官民連携を支える制度と資金循環は，前橋モデ
ルの要となっている。まず，都市利便増進協定
は，地域住民やまちづくり団体の発意に基づく公

共空間の利便性向上・にぎわい創出を，地域の合
意の下で整備・管理できる制度となっている。整
備・管理・活用に関するルールを事前に整理し，
官民が役割分担することで，機動性と公共性を両
立している。
次に，前橋市アーバンデザインファンド事業
は，アーバンデザイン策定区域内で民間団体等が
主体となるまちづくり事業を助成している。令和
4年 10 月に導入し，市へ寄せられた寄付金等を
原資として，アーバンデザインの実現に向けた民
間事業を支援している。さらに令和 4年度に国土
交通省が拡充した「共助推進型まちづくりファン
ド支援事業」を活用し，このタイプでは全国第 1
号となるファンドを一般財団法人民間都市開発推
進機構と共同で設立し，前述の「馬場川通りアー
バンデザインプロジェクト」に助成している（図
－ 2）。

写真－ 7　県道 6車線を活用した様子 写真－ 8　再生されたアートホテル

図－ 2　アーバンデザインファンド概要図
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加えて，クラウドファンディング型ふるさと納
税（GCF）や企業版ふるさと納税を組み合わせ，
地域内外から広く資金参画を呼び込む仕組みを構
築している。返礼品目当てではなく，「都市の未
来への投資」という新しい寄付文化を提示してい
る点が特徴である。体制面では，令和元年 11 月
に設立されたMDCがアーバンデザインの実現を
担う組織として機能している。
MDCは令和 2年 4 月に都市再生推進法人に指
定され，まちづくりビジョンの啓発・ブラッシュ
アップ，モデルプロジェクトの推進，まちづくり
プレーヤーの支援・発掘・育成等を主な活動とし
ている。MDCはこの取組に賛同する個人や法人
の会費のみで運営されており，市からの金銭的支
援を受けていない民間団体である。
こうした官民連携の枠組みと民間主体の活動は
高く評価され，官民連名で「第 2回 先進的まち
づくり大賞」国土交通大臣賞を受賞した。さら
に，馬場川通りアーバンデザインプロジェクトで
は，「第 4 回 まちづくりアワード（実績部門）」
国土交通大臣賞および「第 45 回 緑の都市賞」内
閣総理大臣賞を受賞している。これらの受賞は，
民間団体の主体的な取組が全国的に評価された証
しである。

7.　おわりに

本市の中心市街地では，足を運ぶたびに景色の
変化を感じるように，現在進行形でさまざまな事
業が進んでいる。これは行政の力だけでは実現し
得ないことであり，都市再生推進法人をはじめと
した民間団体，まちに想いを寄せる企業家や市民
の参加があるからこそ，まちの変化が連鎖してい
る。
一方で，運営人材の継続確保，合意形成のプロ
セス設計，資金の安定性，規制運用の柔軟性な
ど，乗り越えるべき課題も明確になっている。こ
れらに対しては，ふるさと納税などを活用した資
金確保，まちづくり人材の育成，継続的な取組が
鍵となる。広瀬川河畔緑地と馬場川通りを核に，
まちなか全体への展開を加速させ，活動の多層化
を進めることで，「歩いて暮らせるまちなか」を
日常の舞台として更新していくことが求められて
いる。
中心市街地の再生は，空間を整えるだけでは成
立しない。行為と企てが持続するための制度と資
金，そしてそれらをつなぐ伴走体制が必要である。
本市では，民間のチャレンジを応援し，その想い
に応え，新しい挑戦を共に実現するため，官民共
創のまちづくりをこれからも着実に進めていく。
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